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【１０ 救急救護関係】 

 

災害救助法による救助の程度、方法及び期間 

救助の種類 対 象 費 用 の 限 度 額 期 間 備 考 

避難所の設置 災害により現に被害

を受け、又は受けるおそ

れのある者に供与しま

す。 

（基本額） 

避難所設置費 

1人 １日当たり 

350円以内 

（加算額） 

冬季 別に定める額を加算 

 

高齢者等の要援護者等に供与

する「福祉避難所」を設置した場

合、当該地域における通常の実

費を支出でき、上記を越える額

を加算できます。 

災害発生の日から

７日以内 

１ 費用は、避難所の設置、

維持及び管理のための賃金

職員等雇上費、消耗器材費、

建物等の使用謝金、借上費

又は購入費、光熱水費並び

に仮設便所等の設置費を含

みます。 

２ 避難に当たっての輸送 

費は別途計上 

応急仮設住宅の供

与 

住家が全壊、全焼又は

流失し、居住する住家が

ない者であって、自らの

資力では住家を得るこ

とができない者 

１ 限度額 １戸当たり 

6,883,000円以内 

２ 同一敷地内等に概ね 50 戸

以上設置した場合は、集会等

に利用するための施設を設置

できます。（規模、費用は別に

定めるところによります） 

災害発生の目から

20日以内着工 

１ 高齢者等の要援護者等を

数人以上に供与する施設を

設置できます。 

２ 供与期間 2年以内 

３ 民間賃貸住宅の借り上げ

による設置も対象としま

す。 

炊き出しその他に

よる食品の給与 

１ 避難所に避難して

いる者 

２ 住家に被害を受け

て炊事のできない者

及び住家に被害を受

け一時縁故者等へ避

難する必要がある者 

１人１日当たり 

1,330円以内 

災害発生の日から７

日以内 

食品給与のための総経費を

延給食日数で除した全額が限

度額以内であればよい。(１食

は 1/3日） 

飲料水の供給 現に飲料水を得るこ

とができない者（飲料水

及び炊事のための水で

あること。） 

当該地域における通常の実費 災害発生の日から

７日以内 

１ 輸送費、人件費は別途計

上 

被服、寝具その他

生活必需品の給与

又は貸与 

住家の全壊、全焼、流

失、半壊、半焼、床上浸

水等により、生活上必要

な被服、寝具、その他生

活必需品を喪失、又は毀

損し、直ちに日常生活を

営むことが困難な者 

１ 夏季（４月～９月）、冬季（10

月～３月）の季別は災害発生

の日をもって決定します。 

２ 下記全額の範囲内 

災害発生の日から

10日以内 

１ 備蓄物質の価格は年度当

初の評価額 

２ 現物給付に限ること 

区 分 1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人世帯 

6 人以上

1 人増す
ごとに加
算 

全 壊 

全 焼 

流 失 

夏 19,800 25,400 37,700 45,000 57,000 8,300 

冬 32,800 42,400 59,000 69,000 87,000 12,000 

半 壊 

半 焼 

床上浸水 

夏 6,500 8,700 13,000 15,900 20,000 2,800 

冬 10,400 13,600 19,400 23,000 29,000 3,800 
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救助の種類 対 象 費 用 の 限 度 額 期 間 備 考 

医療 医療の途を失った者(応

急的処置) 

１ 救護班‥･使用した薬剤、治

療材料、医療器具破損等の修

繕費等の実費 

２ 病院又は診療所‥･国民健

康保険診療報酬の額以内 

３ 施術者 

協定料金の額以内 

災害発生の日から

14日以内 

患者等の移送費は、別途計

上 

助産 災害発生の日以前又

は以後７日以内に分べ

んした者であって災害

のため助産の途を失っ

た者(出産のみならず、

死産及び流産を含み現

に助産を要する状態に

ある者) 

１ 救護班等による場合は、使

用した衛生材料等の実費 

２ 助産師による場合は、慣行

料金の 100分の 80以内の額 

分べんした日から

７日以内 

妊婦等の移送荷は、別途計

上 

被災者の救出 １ 現に生命、身体が危

険な状態にある者 

２ 生死不明な状態に

ある者 

当該地域における通常の実費 災害発生の日から

３日以内 

１ 期間内に生死から明らか

にならない場合は、以後「死

体の捜索」として取り扱い

ます。 

２ 輸送費、人件費は、別途

計上 

福祉サービスの提

供 

災害により現に被害を

受け、避難生活において

配慮を必要とする高齢

者、障害者、乳幼児その

他の者 

１～４：消耗器材費又は器物の

使用謝金、借上費若しくは購入

費として当該地域における通常

の実費 

５：消耗光熱水費並びに仮設便

所等の設置費として当該地域に

おける通常の実費 

 

１ 災害時要配慮者に関する情

報の把握 

２ 災害時要配慮者からの相談

対応 

３ 災害時要配慮者に対する避

難生活上の支援 

４ 災害時要配慮者の避難所へ

の誘導 

５ 福祉避難所の設置（法第二

条第二項に基づき設置する場合

を除く） 

災害発生の日から７

日以内 

 

被災した住宅の応

急修理 

１ 住家が半壊（燃）し、

雨水の侵入等を放置

すれば住家の被害が

拡大するおそれがあ

る者 

２ 住家が半壊（焼）し、

自らの資力により応

急修理をすることが

できない者 

３ 大規模な補修が行

わなければ居住する

ことが困難である程

度に住家が半壊、半焼

若しくはこれらに準

ずる程度の損傷を受

けた者 

１ 住家の被害拡大を防止する

ための緊急修理 

 １世帯当たり 50,000円 

２ 居室、炊事場及び便所等日

常生活に必要最小限の部分１世

帯当たり 

・半壊又は半焼した住宅…

717,000円以内 

・半壊又は半焼に準ずる被害を

受けた住宅…348,000円以内 

 

住家の被害拡大を

防止するための緊急

修理 災害発生から

10日以内 

災害発生の日から

３ヵ月以内（災害対策

基本法第 23 条の３第

１項に規定する特定

災害対策本部、同法第

24 条第１項に規定す

る非常災害対策本部

又は同法第 28 条の２

第１項に規定する緊

急災害対策本部が設

置された災害にあっ

ては６か月以内） 
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学用品の給与 住宅の全壊、全焼、流

失、半壊、半焼又は、床

上浸水により学用品を

喪失又は毀損し、就学上

支障のある小学校児童

（※2）、中学校生徒（※

3）及び高等学校等生徒

（※4） 

１ 教科書及び教科書以外の教

材で教育委員会に届出又はそ

の承認を受けて使用している

教材、又は正規の授業で使用

している教材実費 

２ 文房具及び通学用品は、１

人当たり次の金額以内 

小学校児童   5,200円 

中学校生徒   5,500円 

高等学校等生徒 6,000円 

災害発生の日から 

(教科書) 

１ヵ月以内 

 

(文房具及び通学用

品) 

15日以内 

１ 備蓄物資は評価額 

２ 入進学時の場合は個々の

実情に応じて支給します。 

埋葬 災害の際死亡した者

を対象にして実際に埋

葬を実施する者に支給 

１体当り 

大人（12歳以上） 

226,100円以内 

小人（12歳未満） 

180,800円以内 

災害発生の日から

10日以内 

災害発生の日以前に死亡し

た者であっても対象となりま

す。 

死体の捜索 行方不明の状態にあ

り、かつ、四囲の事情に

よりすでに死亡してい

ると推定される者 

当該地域における通常の実績 災害発生の日から

10日以内 

１ 輸送費、人件費は、別途

計上 

２ 災害発生後３日を経過し

たものは一応死亡した者と

推定しています。 

 

 

救助の種類 対 象 費 用 の 限 度 額 期 間 備 考 

死体の処理 災害の際死亡した者

について、死体に関する

処理（埋葬を除く。）をし

ます。 

(洗浄、消毒等) 

１体当り 3,600円以内 

既存建物借上費 

通常の実費 

既存建物以外 

１体当たり 

5,700円以内 

検 

案  救護班以外は慣行料金 

災害発生の日から

10日以内 

１ 検案は原則として救護班 

２ 輸送費、人件費は、別途

計上 

３ 死体の一時保存にドライ

アイスの購入費等が必要な

場合は当該地域における通

常の実費を加算できます。 

障害物の除去 居室、炊事場、玄関等

に障害物が運びこまれ

ているため生活に支障

をきたしている場合で

自力では除去すること

のできない者 

１世帯当たりの平均が 

140,000円以内 

災害発生の日から

10日以内 

 

輸送費及び賃金職

員等雇上費 

１ 被災者の避難 

２ 医療及び助産 

３ 被災者の救出 

４ 飲料水の供給 

５ 死体の捜索 

６ 死体の処理 

７ 救済用物資の整理 

配分 

当該地域における通常の実費 救助の実施が認め

られる期間以内 

 

一
時
保
存 
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実 費 弁 償 災害救助法施行令第

４条第１号から第４号

までに規定する者 

１人１日当たり 

医師、歯科医師 

22,500円以内 

薬剤師、診療放射線技師、臨床

検査技師、臨床工学技士及び

歯科衛生士 

15,800円以内 

保健師、助産師、看護師、准看

護師 

16,000円以内 

救命救急士 

15,700円以内 

土木技術者、建築技術者    

16,800円以内 

大工 25,800円以内 

左官 25,000円以内 

とび職 25,400円以内 

救助の実施が認め

られる期間以内 

１ 時間外勤務手当は、日当

の額を基礎とし、県の常勤

職員との均衡を考慮して算

定した額以内。 

２ 旅費は、日当の額を基礎

とし、職員等の旅費に関す

る条例（昭和 27年香川県条

例第 32号）の規定により定

められた額の範囲内におい

て、県の常勤職員との均衡

を考慮して算定した額以

内。 

※１ この基準によって救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、内閣総理大臣に協

議し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができます。 

※２ 特別支援学校の小学部児童を含みます。 

※３ 中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部生徒を含みます。 

※４ 高等学校（定時制の課程及び通信制の課程を含みます｡）、中等教育学校の後期課程（定時制

の課程及び通信制の課程を含みます。）、特別支援学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び

各種学校の生徒 
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被災者生活再建支援金の概要 

 

１ 実施主体 

都道府県（法４条の規定により被災者生活再建支援法人へ委託） 

２ 被災者生活再建支援制度の対象となる自然災害 

①災害救助法の適用基準（災害救助法施行令第１条第１項）のうち１号又は２号を満たす自然災害 

が発生した市町村（※） 

＜参考＞ 

 

（※）１号適用：別表第１の被害が発生した市町村 

２号適用：別表第２の被害が発生した都道府県において、別表第１の世帯数の２分の１に該 

当する被害が発生した市町村 

（住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、半壊２世帯、床上浸水３世帯をもって、それぞれ住

家が滅失した１世帯とみなされる） 

②自然災害により全壊１０世帯以上の被害が発生した市町村 

③自然災害により全壊１００世帯以上の被害が発生した都道府県 

④ ①又は②の被害が発生した都道府県内の他の市町村で、全壊５世帯以上の被害が発生したもの(人

口１０万未満のものに限る) 

⑤ ③又は④の都道府県に隣接する都道府県内の市町村で、①、②、③のいずれかに隣接し、全壊５

世帯以上の被害が発生したもの(人口１０万未満のものに限る) 

⑥ ①若しくは②の市町村を含む都道府県又は③の都道府県が２以上ある場合に、 

全壊５世帯以上の被害が発生した市町村（人口５万以上１０万未満のものに限る） 

全壊２世帯以上の被害が発生した市町村（人口５万未満のものに限る） 

３ 制度の対象となる対象世帯 

  上記の自然災害により  

① 住宅が「全壊」した世帯  

② 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯  

③ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯  

④ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世帯）  
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⑤ 住宅が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難な世帯（中規模半壊世帯） 

４ 支援金の支給額 

  

  （※世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額の３／４の額） 

５ 手続 

① 申請期間 

○ 基礎支援金・・・自然災害が発生した日から起算して13ヶ月以内 

○ 加算支援金・・・自然災害が発生した日から起算して37ヶ月以内 

② 世帯主より申請 

③ 申請時の添付書類 

○ 基礎支援金・・・罹災証明、住民票等 

 加算支援金・・・契約書（住宅の購入、賃借等）等 
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奉 仕 団 の 可 動 人 員 

 

名 称 団 数 

 

可動人員 

(人) 

高松市赤十字奉仕団 41 985 

香川県青年赤十字奉仕団（高松市） 
（学生） 8 

（勤労） 1 

（学生） 66 

（勤労）  5 

香川県アマチュア無線赤十字奉仕団（高松市） 1 15 

香川県赤十字安全奉仕団（高松市） 1 118 

香川県赤十字防災ボランティア（高松市） 1 113 

高松市コミュニティ連合会 46 － 

高松市女性団体連絡協議会 11 － 

香川県レスキューサポートバイク赤十字奉仕団 1 19 

香川県青少年赤十字賛助奉仕団 1 89 

香川県赤十字奉仕団“ほっと” 1 43 
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第 19 号様式 

 

 

 

 

 

 

救
助
の
種
類 

避 炊 水 救出  

救 助 実 施 記 録 日 計 票 

 

 

 

 

                   高 松 市 

修理 学 死捜 死処 

障 ○ ○ ○ 

○ ○ ○  

     

責任者 班 氏名 

（地区責任者 氏名         ㊞） 

No.             （○月○日○時○○分） 

員 数（世 帯）  

品目（数量金額）  

受 入 先  

払 出 先  

場 所  

方 法  

記 事  

 

救助実施記録日計票記入要領 

１ 各救助の種類ごとに一葉作成します。 

２ 記録票欄外のナンバー欄には、記録表作成ごとに一連番号を付すものとし、前回分を訂正する必

要が生じた場合は、例えばNo.10の次にNo.５の分を訂正する場合には、No.11（No.５訂正）のよう

に記載の上、前回分No.５に記録票には朱で×印を付し（No.11に訂正済）とし、棄却することなく

そのままナンバー順に綴っておきます。なお、救助の実施種類が多い場合には、救助の種類ごとに

一連番号を付し、ナンバー順に綴って差し支えありません。 

３ 記録票欄外の救助の種類別欄の該当の救助名を○で囲み、欄内該当欄に必要最小限度の事項を記

入します。 

４ 機械、器具等を無償で借り上げた場合についても、記録票を作成します。 

５ 災害救助基金より放出した場合についても、同様とします。 

６ 被服、寝具、その他生活必需品の給与等で、都道府県調達分と市調達分の双方があるときは、そ

れぞれ別個に記録表を作成します。  
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第 20 号様式 

罹 災 台 帳 

（ 第   号 ） 

 

申請者 

（住所） 

（氏名） (通称名） 

連絡先   

 

罹災場所 

（住所） 

(建物名） 

家屋所有者 （住所） （氏名） 

 

送付先住所 

（住所） 

(建物名） 

 

 

 

 

 

 

 

罹 災

世 帯

の 状

況 

 

住所 

（住所） 

(建物名） 

連絡先   

避難場所  

 続柄 氏名 性別 生年月日 年齢 備考 

1 

      

2 

      

3 

      

4 

      

5 

      

6 

      

7 

      

 

罹 災

状況 

 

住家 

□ 持家 □ 貸家 □ 借家 
その他 

事項 

 

□ 全壊 □大規模半壊 □半壊 □被害なし 

□一部損壊 □一部損壊・床上浸水 □一部損壊・床下浸水 □対象外 

罹    災    年    月   日 年 月 日 調    査    年    月   日    年  月  日 

 

調査員の職・氏名 
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月 日 対 処 内 容 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  



524 

 

第 21 号様式 

 

罹 災 証 明 書 

 

 

世 帯 主 住 所 

 

世 帯 主 氏 名 

 

 

罹 災 年 月 日 

罹 災 の 原 因 

年 月 日 の による 

 罹 災 住 家 の 

所 在 地 

 

被  害  の  程 度  

備 考 
 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

年 月 日 

高松市長 

（注意事項） 

・この証明は、災害救助の一環として、応急的、一時的な救済を目的に、自治体が確できる程度の住家被害

について証明するものです。 

・この証明は、民事上の権利義務関係に効力を有するものではありません。 

・この証明は、原則として、一世帯に一枚の発行となりますので、大切に保管してください。 

・被害の程度の判定結果に不服がある場合は、証明の交付を受けた窓口に申し出てください。  

〒 
証明番号 第 号 
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第 22 号様式 

 

被 災 証 明 書 

 

 

住 所 

 

 

申  請 者 

 

 

被 災 年 月 日 

被 災 の 原 因 

年 月 日 の による 

 
被  災  住 所 

 

 

被  災  内 容 

 

備 考 
 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

年 月 日 

高松市長 

（注意事項） 

・この証明は、市町長が確認できる範囲において、被災した事実を証明するものです。 

（被害の程度を証明する物ではありません） 

・この証明は、民事上の権利義務関係に効力を有するものではありません。 

〒 証明番号 第 号 
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第23号様式 

被 災 者 救 出 状 況 記 録 簿 

高 松 市 

年 月 日 
救 出 

人 員 

救 出 用 機 械 器 具 

実支出額 備 考 
名 称 

借 上 費 修 繕 費 

燃料費 
数量 

所有者（管理者） 

住 所 ・ 氏 名 
金額 修繕月日 修繕費 修 繕 の概 要 

年 月 日 人    円  月 日 円  円 円  

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

年 月 日       月 日      

小計・合計 人    円  円  円 円  

（注）１ 他市町村に及んだ場合は、備考欄にその市町村名を記入すること。      ３ 「修繕の概要」には、修繕の原因及び主な修繕箇所を記入 
２ 借上費については、有償、無償を問わず記入するものとし、有償によ      すること。 
る場合にのみ、その借上費を「金額」欄に記入すること。              ４ 「小計･合計」欄には、該当しないものを二重線で消すこと。 
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第24号様式 

炊 出 し 給 与 状 況 

高 松 市 

炊出し場の名称  
月 日 月 日 月 日 月 日 

実支出額 備 考 
朝 昼 夕 朝 昼 夕 朝 昼 夕 朝 昼 夕 

 

内容             円  

単価             

数量             

 

内容             円 

単価             

数量             

 

内容             円 

単価             

数量             

 

内容             円 

単価             

数量             

 

内容             円 

単価             

数量             

 

内容             円 

単価             

数量             

小計 

・ 

合計 

箇所 内容             円 

単価             

数量             

（注）１ 「備考」欄には、給食内容の詳細等を記入すること。    ２ 「小計・合計」欄は、該当しないものを二重線で消すこと。 
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第 25 号様式 

食 糧 現 品 給 与 簿 

 

高 松 市 

給 与 

 

年月日 

給与 

 

人数 

食数 

給与物品内訳 受 領 者 

備考 
米 

乾 

パ 

ン 

か 

ん 

詰 

  住 所 

世帯主 

 

氏 名 

家族数 

受 

領 

印 

避難先 

 

市町名 

          人    

 

              

計 

             

 （Ａ４判） 

 

 

 

第 26 号様式 

炊 出 し 用 物 品 借 用 簿 

 

高 松 市 

品 名 数 量 期 間 金 額 

所 有 者 

（管理者）氏

名 

使 用 避 難 

所 の 名 称 
備 考 

            円    

  （注） 「期間」欄は、「○月○日から○月○日までの○日間」と記入すること。 

 （Ａ４判） 
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第 27 号様式 

飲 料 水 の 供 給 簿 

高 松 市 

供給月日 
対 象 

人 員 

給 水 用 機 械 器 具 

実支出額 備 考 
名 称 

借 上 修 繕 
燃料費 

数量 所有者住所・氏名 金 額 修繕月日 修繕費 故 障 の 概 要 

 月 日     円  月 日 円  円 円  

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

 月 日       月 日      

小計・合計 
人    円  円  円 円  

 

（注）１ 給水用機械器具は借上費の有償、無償の別を問わず作成しますもの

とし、有償による場合のみ「金額」欄に額を記入すること。 

２ ｢故障の概要｣欄には、修理の原因及び主な修理箇所を記入すること。 

３ ｢小計・合計｣欄は、該当しないものを二重線で消すこと。 
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第 28 号様式 

物資 購入 （配 分） 計画 表 

（世帯分）                                                                                            高 松 市 

世帯区分 

 

１ 人 世 帯 ２ 人 世 帯 ３ 人 世 帯  人 世 帯 
計 

備 考 

(基準額)    円 (基準額)    円 (基準額)    円 (基準額)    円 

品 名 単価 

 数 

 

量 

世 

帯 

数 

所 

要 

数 

金 額 

数 

 

量 

世 

帯 

数 

所 

要 

数 

金 額 

数 

 

量 

世 

帯 

数 

所 

要 

数 

金 額 

数 

 

量 

世 

帯 

数 

所 

要 

数 

金 額 

数 

 

量 

世 

帯 

数 

所 

要 

数 

金 額 

      円    円    円    円    円  

（注）１ 本表は、全壊（焼）、流出世帯分と半壊（焼）、床上浸水世帯分に分けて作成すること。 

２ 「品目」欄は、寝具、被服、生活必需品に記入すること。 

３ 各品目ごとの「備考」欄に、都道府県調達分と市調達分を明らかにしておくこと。 
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第 29 号様式 

物 資 の 給 与 状 況 

高 松 市 

住家被害 

程度区分 
世帯主住所・氏名 

基礎とな 

った世帯 

構成人員 

給与月日 

給 与 物 資 

実支出額 備 考 品名         

単価         

  人  月 日 数量         円  

    月 日 数量           

    月 日 数量           

    月 日 数量           

    月 日 数量           

    月 日 数量           

    月 日 数量           

    月 日 数量           

    月 日 数量           

小 計 

・ 

合 計 

全壊(焼)･流失 世帯   数量         円  

半壊(焼) 世帯   数量         円  

床上浸水 世帯   数量         円  

計 世帯   計         円  

 

 

災害救助物資として上記のとおり給与したことに相違なし 

年  月  日 

給与責任者 氏名        印 

（注）１「住家被害程度区分」欄に、全壊(焼)、流出、半壊(焼)、床上浸水の別を記入すること。 

２「給与月日」欄に、その世帯に対して最後に給与された物資の給与月日を記入すること。 

３「給与物資」欄に、品名、単価、数量を記入すること。 

４「小計・合計」欄は、該当しないものを二重線で消すこと。 
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第 30 号様式 

賃 金 職 員 等 勤 務 状 況 表 

高 松 市 

(救出種別)  

住 所 氏 名 
年 

齢 
日 額 

   月分 基 本 賃 金 割 増 賃 金 
計 備 考 

日 日 日 日 日 日 日 日数 金 額 時間 金 額 

   円         円  円 円  

計 人  円 人 人 人 人 人 人 人  円  円 円  

上記のとおり勤務したことを証明する。 

年   月   日 

高松市        部        課長              印 

（注）１ 救助種目ごとに作成すること。 

２ 時間外勤務に従事させた場合は、その時間数を日別欄に記入しておくこと。（３時間就労したものは「１．３」と表示） 

３ 必要に応じ「賃金受領」欄を設けて差し支えないこと。 

４ 適当な箇所に勤務証明の奥書をしておくこと。 


